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第３章　諸手当関係
· 説　明
一般に、手当は、基本給である給料に加給される給与で、支給される手当は条例で定められる。
手当の種類は、地方自治法で、扶養手当・地域手当・住居手当・初任給調整手当・通勤手当・単身赴任手当・特殊勤務手当・特地勤務手当（これに準ずる手当を含む。）・へき地手当（これに準ずる手当を含む。）・超過勤務手当・宿日直手当・管理職員特別勤務手当・夜間勤務手当・休日給・管理職手当（給料の特別調整額）・期末手当・勤勉手当・寒冷地手当・義務教育等教員特別手当・定時制通信教育手当・産業教育手当・農林漁業改良普及手当・災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当及び新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当を含む。）又は退職手当と定められている。
１　給料の特別調整額・管理職手当
· 概　要
(1) 給料の特別調整額（市町村立の小・中・義務教育学校・特別支援学校については「管理職手当」）とは、管理又は監督の地位にある職員の職について、その職務の特殊性に基づき支給される手当である。
(2) 支給額は、給料表別、職務の級別、給料の特別調整額の区分に応じた定額である。
· 関係法令
給与条例　
（給料の特別調整額）
第7条の2　任命権者は、管理又は監督の地位にある職員の職のうち人事委員会規則で指定するものについて、その特殊性に基き、給料月額につき、人事委員会の承認を得て、人事委員会規則で定める基準に基づき、適正な特別調整額を定めることができる。
２　前項の人事委員会規則で定める基準による給料月額の特別調整額は、同項に規定する職を占める職員の属する職務の級における最高の号給の給料月額の100分の25を超えてはならない。
給与支給規則
（給料の特別調整額）
第11条　条例第７条の２第１項の規定により給料の特別調整額（以下「特別調整額」という。）の支給を受ける管理又は監督の地位にある職員の職は、別表第２に掲げるもの及び任命権者があらかじめ人事委員会の承認を得て定める職員の職とする。
第11条の2　条例第７条の２第１項の人事委員会規則で定める基準は、次に掲げるものとする。
　一　再任用職員以外の職員に支給する特別調整額にあつては、当該職員に適用される給料表の別並びに当該職員の属する職務の級及び当該職員の属する任命権者が定める１種から６種までの区分に応じ、別表第２の２に定める額（育児短時間勤務職員等にあつては、その額に育児短時間算出率を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。）とすること。
　　二　再任用職員に支給する特別調整額にあつては、当該職員に適用される給料表の別並びに当該職員の属する職務の級及び当該職員の属する任命権者が定める１種から６種までの区分に応じ、別表第２の３に定める額（育児短時間勤務職員等にあつては、その額に育児短時間算出率を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数があるときは。その端数を切り捨てた額とする。）とすること。
２　前項の規定にかかわらず、人事委員会は、特段の事情があると認めるときは、同項の基準について別に定めるものとする。
第12条　特別調整額の支給を受ける職にある職員が、月の１日から末日までの期間の全日数にわたって勤務しなかった場合（公務上の負傷若しくは疾病又は通勤（地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）第２条第２項及び第３項に規定する通勤をいう。第33条第２項、第33条の４第４項、第33条の５項２項、第33条の６第４項、第36条第１項及び第40条の４において同じ。）による負傷若しくは疾病（外国機関等派遣条例第２条第１項の規定により派遣された職員（以下「外国機関等派遣職員」という。）若しくは公益法人等派遣条例第２条第１項の規定により派遣された職員（以下「公益法人等派遣職員」という。）又は公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成12年法律第50号。以下「公益法人等派遣法」という。）第10条第２項に規定する退職派遣者（以下「退職派遣者」という。）の派遣先の業務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病を含む。）による場合を除く。）は、特別調整額は支給することができない。
第13条　特別調整額は、給料の支給方法に準じて支給する。

別表第２の２（第11条の２関係）（抄）
一　行政職給料表適用者基準表

	職務の級
	区　分
	特　別　調　整　額

	10級
	1　種
	139,300円

	9級
	1　種
	129,600円

	8級
	2　種
	94,900円

	7級
	2　種
	90,300円

	
	3　種
	72,200円

	6級
	3　種
	67,500円

	
	5　種
	50,700円

	5級
	5　種
	46,400円

	4級
	5　種
	45,400円


三　教育職給料表適用者基準表

	職務の級
	区　分
	特　別　調　整　額

	4級
	3　種
	76,800円

	
	4　種
	67,200円

	
	5　種
	57,600円

	3級
	5　種
	55,800円

	
	6　種
	46,500円


四　研究職給料表適用者基準表

	職務の級
	区　分
	特　別　調　整　額

	5級
	2　種
	92,900円

	
	3　種
	74,400円

	
	5　種
	55,800円

	4級
	3　種
	69,800円

	
	5　種
	52,300円


別表第２の３（第１１条の２関係）（抄）
一　行政職給料表適用者基準表

	職務の級
	区　分
	特　別　調　整　額

	10級
	1　種
	133,600円

	9級
	1　種
	112,900円

	8級
	2　種
	79,800円

	7級
	2　種
	72,900円

	
	3　種
	58,300円

	6級
	3　種
	51,400円

	
	5　種
	38,500円

	5級
	5　種
	35,400円

	4級
	5　種
	33,500円


三　教育職給料表適用者基準表

	職務の級
	区　分
	特　別　調　整　額

	4級
	3　種
	68,000円

	
	4　種
	59,500円

	
	5　種
	51,000円

	3級
	5　種
	42,200円

	
	6　種
	35,200円


四　研究職給料表適用者基準表

	職務の級
	区　分
	特　別　調　整　額

	5級
	2　種
	71,100円

	
	3　種
	56,900円

	
	5　種
	42,600円

	4級
	3　種
	52,200円

	
	5　種
	39,100円


　
市町村立学校給与条例
（管理職手当）
第8条の7　管理又は監督の地位にある学校職員の職のうち、人事委員会規則で指定する職にある学校職員（以下「管理職員」という。）に対しては、管理職手当を支給することができる。
２　任命権者は、前項の規定により指定された学校職員の職の特殊性に基づき、人事委員会の承認を得て、人事委員会規則で定める基準に基づき、管理職手当の額を定めることができる。
３　前項の人事委員会規則で定める基準による管理職手当の額は、同項に規定する職を占める学校職員の属する職務の級における最高の号給の給料月額の100分の25を超えてはならない。

市町村立学校給与規則
（管理職手当）
第5条　条例第８条の７の規定により管理職手当の支給を受ける管理又は監督の地位にある職は、別表第４のとおりとする。
２　管理職手当の支給方法は、県立学校職員の特別調整額の支給方法の例によるものとする。
第5条の2　条例第８条の７第２項の人事委員会規則で定める基準は、次に掲げるものとする。
　一　再任用学校職員以外の職員に支給する管理職手当の額にあっては、当該職員に適用される給料表の別並びに当該職員の属する職務の級及び当該職員の属する任命権者が定める３種から６種までの区分に応じ、別表第４の２に定める額とすること。
　　二　再任用学校職員に支給する管理職手当の額にあっては、当該職員に適用される給料表の別並びに当該職員の属する職務の級及び当該職員の属する任命権者が定める３種から６種までの区分に応じ、別表第４の３に定める額とすること。
２　前項の規定にかかわらず、人事委員会は、特段の事情があると認めるときは、同項の基準について別に定めるものとする。
別表第４（第５条関係）
一　小学校、中学校、義務教育学校及び特別支援学校の校長
二　小学校、中学校、義務教育学校及び特別支援学校の副校長

三　小学校、中学校、義務教育学校及び特別支援学校の教頭

別表第４の２（第５条の２関係）
一　小学校・中学校教育職給料表適用者基準表

	職務の級
	区　分
	特　別　調　整　額

	4級
	3　種
	72,700円

	
	4　種
	63,600円

	
	5　種
	54,600円

	3級
	5　種
	53,300円

	
	6　種
	44,400円


二　高等学校教育職給料表適用者基準表

	職務の級
	区　分
	特　別　調　整　額

	4級
	3　種
	76,800円

	
	4　種
	67,200円

	
	5　種
	57,600円

	3級
	5　種
	55,800円

	
	6　種
	46,500円


別表第４の３（第５条の２関係）
一　小学校・中学校教育職給料表適用者基準表

	職務の級
	区　分
	特　別　調　整　額

	4級
	3　種
	66,300円

	
	4　種
	58,000円

	
	5　種
	49,800円

	3級
	5　種
	41,300円

	
	6　種
	34,500円


二　高等学校教育職給料表適用者基準表

	職務の級
	区　分
	特　別　調　整　額

	4級
	3　種
	68,000円

	
	4　種
	59,500円

	
	5　種
	51,000円

	3級
	5　種
	42,200円

	
	6　種
	35,200円


職員の給料の特別調整額に関する規程
職員の給与に関する条例（昭和26年福島県条例第９号）第７条の２第１項の規定に基づき給料の特別調整額を受ける職員の職にある者に支給する給料の特別調整額は、別表の上欄に掲げる給料の特別調整額を受ける職員の職の区分に応じそれぞれ同表の下欄に定める区分により職員の給与の支給に関する規則（昭和35年福島県人事委員会規則第７号）第11条の２の規定で定める基準に基づき決定される額とする。

別表
	給料の特別調整額を受ける職員の職
	給料の特別調整額の区分

	理事
図書館長
	１種

	政策監
教育次長
県立高校改革監
庁参事
教育センター所長
図書館副館長
美術館長
博物館長　　　　　　　　　　　　　　　　　
	２種

	課長
室長
庁主幹
企画主幹
主幹
主任専門文化財主査
主任専門学芸員
教育事務所長
教育事務所次長
教育センター次長
教育センター部長
特別支援教育センター所長
美術館副館長
博物館副館長
県立学校の事務長（課長相当職の職にある者に限る。）　　　　　　　　　　　　　　　　
福島高等学校長、橘高等学校長、福島商業高等学校長、福島明成高等学校長、福島工業高等学校長、福島東高等学校長、保原高等学校長、安達高等学校長、安積高等学校長、安積黎明高等学校長、
	３種

	郡山商業高等学校長、郡山北工業高等学校長、岩瀬農業高等学校長、白河高等学校長、白河旭高等学校長、会津高等学校長、葵高等学校長、会津学鳳高等学校長、若松商業高等学校長、会津工業高等学校長、喜多方高等学校長、会津農林高等学校長、磐城高等学校長、磐城桜が丘高等学校長、平工業高等学校長、平商業高等学校長、富岡高等学校長、ふたば未来学園高等学校長、原町高等学校長、相馬農業高等学校長、小高産業技術高等学校長及び郡山萌世高等学校長
視覚支援学校長
聴覚支援学校長
郡山支援学校長、あぶくま支援学校長及び平支援学校長
	３種

	副課長
特別支援教育センター事務長
図書館企画管理部長
総括司書
美術館事務長
博物館事務長
練習船船長
県立学校の事務長（課長相当職の職にある者を除く。）
県立高等学校長（３種の区分の特別調整額を受ける職員の職にある者を除く。）
県立特別支援学校長（３種の区分の特別調整額を受ける職員の職にある者を除く。）

県立高等学校副校長
県立中学校副校長
県立特別支援学校副校長
	５種（６学級以上の規模の県立高等学校及び９学級以上の規模の県立特別支援学校に置かれる校長の職にあっては、４種）

	県立高等学校教頭
県立中学校教頭
県立特別支援学校教頭
	６種（６学級以上の規模の県立高等学校及び９学級以上の規模の県立特別支援学校に置かれる教頭（２人以上の教頭が置かれる学校にあっては、校長が定めた第１位の順位にある職務代理者たる教頭）の職にあっては、５種）


備考
　一　教育庁付、課付又は学校付を命ぜられた者のうち、当該発令直前においてこの表の適用を受けていた者については、この表に掲げる従前の職にあるものとみなしてこの表を適用する。
　二　この表に掲げる職のうち、教育長が指定する職にある職員に係る給料の特別調整額の区分については、この表の定めにかかわらず、教育長が定める給料の特別調整額の区分をもって当該職に係る給料の特別調整額の区分とすることができる。
　三　この表において「課長相当職」は、標準的な職が課長の職制上の段階に属する職をいう。
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